(様式１)

平成24年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費

	事業名：中小企業技術開発支援事業費（任意）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　商工労働部商工政策課　　電話番号：058-272-1111（内3049）
E-mail：c11351@pref.gifu.lg.jp
	事業費  


　　 要求額：3,026千円（前年度予算額：2,885千円）
	要求内容


	１　要求の内容


【事業目的・事業効果】

円高や海外製品の流入など、極めて厳しい状況にある県内地場産業・中小企業を技術面で支援するため、各種技術支援事業を実施することにより、中小企業が抱える多様な課題に対応するとともに、中小企業における人材の育成、技術開発能力の向上を図る。また、依頼試験・開放利用機器の維持管理を行い、技術支援環境の維持を図る。
特に、平成２４年度は研修のカリキュラムを一部拡充するとともに、新たに業種別の意見交換会を開催し、現場ニーズの収集・把握や研究成果の移転・普及促進を図る。

【内　容】

（１）中小企業技術者研修【拡充】
本県産業発展のためには、中小企業の技術力、研究開発力の底上げが重要な課題である。そこで、中小企業の若手現場技術者を対象に、高度な専門知識や新技術の習得を目的とした研修を実施する。（所要経費の１／２は受講者負担）
1 総合技術者研修（１課程）

中小企業の現場中堅技術者を対象に高度な専門的知識及び技術開発能力の習得を目的とする。【定員：30名程度　座学、実習等で概ね36時間】
・機械材料研究所：機械・金属課程
2 新技術者研修（４課程）

中小企業の明日を担う若手技術者に対して最新の技術分野に関する基礎的知識の習得を図る。【定員：20名程度　座学、実習等で概ね９時間】
・産業技術センター：プラスチック課程
・情報技術研究所：シーケンス制御課程、組込制御課程

　　・セラミックス研究所：陶磁器課程【新規】
・生活技術研究所：木材加工課程
（２）技術開発支援事業【拡充】
　　　研究所にこれまで蓄積してきた得意技術、新たに開発された技術をもとに、県民
生活の安全と安心を確保し、地域産業の競争力の強化を図るために、行政組織と連
携し、技術相談、技術支援ならびに研究成果の技術移転支援を行う。
① 巡回技術指導事業（全工業系試験研究機関で実施）

企業を巡回指導して企業の現状を把握するとともに、抱える課題に対する具体的な支援を行う。なお、その場で解決困難な課題ついては、県産業経済振興センターの専門家派遣事業等を活用するほか、試験研究機関の得意技術を応用した事業化を進める際には、共同研究や受託研究制度を利用する支援体制で臨む。

② 緊急課題技術支援事業（全工業系試験研究機関で実施）
企業が抱える課題を解決するため、企業の現場担当者が研究所内で職員の指導を受け、技術やノウハウを短期間で習得する。また、中小企業における新製品開発、新分野開拓のため研究所職員が現場に赴き、集中的に即効性のある技術支援を行う。

③ 新技術移転促進事業（全工業系試験研究機関で実施）
最近の技術の複合化はめざましく、異業種分野の技術の習得は中小企業にとって重要な課題である。そこで、試験研究機関から遠隔地にあって利便性の悪い企業に対し研究所職員、外部講師からなるチームを編成し、県内各地で具体的な新技術の支援、技術移転、講演会等を実施する。
（３）試験研究機関機器維持管理費（全工業系試験研究機関を対象）
工業系試験研究機関が保有する試験研究機器の法令に規定される定期点検及び故障に対する修繕を行い、技術指導、研究開発などを円滑に推進する。修繕費が概ね５０万円までの突発的な故障及び定期的な修繕に対応する。
（４）業種別意見交換会開催事業【新規】

県内中小企業における、業種毎に異なる課題やニーズを把握し、県の施策としてきめ細やかに対応するため、プラスチックや繊維、機械金属、陶磁器など業種別の意見交換会を新たに開催する。
意見交換会には、個別企業に加えて関連業界団体等にも参加を求めるとともに、研究開発や技術支援のみならず、行政施策を含め広く企業ニーズに対応するため、県庁関係課や県産業経済振興センター等の関係機関も参加する。
	２　所要経費


（1） 中小企業技術者研修事業：1,230千円（前年度予算額：946千円）
（2） 技術開発支援事業巡回技術指導事業：1,160千円（前年度予算額：884千円）
1 巡回技術指導事業：401千円

2 緊急課題技術支援事業：158千円

3 新技術移転促進事業：601千円

（3） 試験研究機関機器維持管理費：636千円（前年度予算額：1,055千円）
（4） 業種別意見交換会開催事業：0千円（ゼロ予算）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

○付加価値を生む生産性の高い企業誘致や、付加価値の高いブランド力のある地場産業製品の開発・販売の拡大によって全体的な労働生産性の低さを克服し、経済的な成長につなげます。

	２　これまでの取組状況


（１）中小企業技術者研修：５課程88人（H22年度実績）
（産業技術センター：１課程12人、機械材料研究所：１課程32人、情報技術研究所：２課程25人、生活技術研究所：１課程19人）
（２）巡回技術指導：68件（H22年度実績）

（産業技術センター：20件、機械材料研究所：12件、情報技術研究所：10件、セラミックス研究所：10件、生活技術研究所：16件）

（３）緊急課題技術支援：33件（H22年度実績）

（産業技術センター：7件、機械材料研究所：2件、情報技術研究所：10件、セラミックス研究所：10件、生活技術研究所：4件）
（４）新技術移転促進事業：18件（H22年度実績）

（産業技術センター：6件、機械材料研究所：1件、情報技術研究所：1件、セラミックス研究所：2件、生活技術研究所：8件）

	３　これまでの取組に対する評価


政策総点検フォローアップ及び事務事業の外部評価において、高い評価・期待が示されたほか、企業等ニーズ調査においても、技術支援の充実が企業等から非常に強く求められている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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